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１ 事業実施の背景 

（１）障害福祉サービス等とリハビリテーション専門職について 

障害児者に支援を行なっている障害福祉サービス事業所，計画相談支援事業所，障害児通所支援

事業所，精神障害者コミュニティサロン（以下「障害福祉サービス等」という。）と理学療法士・

作業療法士・言語聴覚士（以下「リハ専門職」という。）の関わりについて整理すると，生活介護，

自立訓練（機能訓練）事業の職員の配置基準において，理学療法士又は作業療法士を有しなければ

ならないとされている。（ただし，確保が困難な場合は，日常生活を営むのに必要な機能の減退を

防止するための訓練を行う能力を有する看護師その他の者を機能訓練指導員としておくことがで

きることとなっている。） 

また，平成２１年度から生活介護と自立訓練（機能訓練）ではリハビリテーションマネジメント

を評価した「リハビリテーション加算」が創設されている。その中ではリハビリテーションマネジ

メントの基本的考え方が示されており，１）リハビリテーションの目的，２）加算の運用，３）継

続的なサービスの質の向上について，４）マネジメントの実務についてなどが示されている。 

さらに，平成２４年度より障害児通所支援（児童発達支援および放課後等デイサービス）におい

ては理学療法士，作業療法士，言語聴覚士等を配置し，機能訓練等を計画的に行った場合に特別支

援加算の算定が可能となっている。 

 

（２）障害者総合支援法とリハビリテーション 

障害者総合支援法におけるリハビリテーションは「障害のある人々の全人間的復権を理念として，

単なる機能回復訓練ではなく，潜在する能力を最大限に発揮させ，日常生活の活動を高め，家庭や

社会への参加を可能にし，その自立を促すものであり，自立した生活への支援を通じて，利用者の

生活機能の改善，悪化の防止や尊厳ある自己実現に寄与することを目的とするもの」とされている。 

また，リハビリテーションはリハ専門職だけが提供するものではなく，様々な職種が協働し，利

用者の家族等にも役割を担っていただき提供されるべきもので，日常生活上の生活行為への働きか

けである日常生活上の必要な支援は，リハビリテーションの視点から提供されるべきものであると

の認識の重要性が強調されている。 

さらに，リハビリテーションの提供にあたっては，利用者のニーズを踏まえ，利用者やその家族

等の理解を深め，協働作業が十分になされるために，リハビリテーションや生活不活発病や生活習

慣病についての啓発を図ることとされている。 

障害福祉領域のリハビリテーションは「チームによるケア」「関係者・機関との協働」によるマ

ネジメントに基づいた支援が求められている流れにある。 

 

（３）宮城県における障害福祉サービス等とリハ専門職の関与の状況 

宮城県内の障害福祉サービス等に勤務するリハ専門職の配置状況は，生活介護や自立訓練（機能

訓練）以外では統計として把握されていない。また，関わっているリハ専門職の取組みや具体的な

実践についても明らかとなっていない。 

上記の状況を踏まえて，本調査研究では宮城県内の障害福祉領域のリハビリテーション提供体制

を強化する観点から，宮城県内のリハ専門職の活動状況や活動効果の把握に取り組んだものである。  
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２ 事業の目的 

本事業は，「宮城県内の障害福祉サービス等におけるリハ専門職の活動状況や支援の状況を把握し，

地域リハビリテーション体制整備の推進に向けた取り組みに資すること」を目的とした。 

具体的には，第一に現在のリハ専門職の配置状況を把握することで，「新たな配置に向けた取組の

検討」をすること。第二に実際の活動状況から障害児者支援の現場におけるリハ専門職の活動効果を

捉え，「障害福祉領域のリハビリテーションの普及啓発のあり方を検討」すること。第三に「障害福

祉サービス等に関与しているリハ専門職に対する支援の必要性や内容について検討」することである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事業内容 

 調査研究事業として下記の４点を実施した。 

 

（１） 配置状況等調査 

独立行政法人福祉医療機構が提供している障害福祉サービス事業所情報の検索，当センターで実

施したリハ専門職の配置の有無についての調査，その他の情報に基づき電話等で配置について確認

する方法を用いて，配置状況を把握した。 

 

（２） ヒアリング調査 

上記（１）の配置状況等調査の結果から把握されたもののうち，仙台市以外に位置する事業所で,

ヒアリング調査の了解が得られた１８事業所に訪問し，ヒアリング調査票（参考資料１）に基づき，

インタビューを行い，その結果を記録した。 

 

（３） リハ専門職連絡会 

障害福祉サービス等におけるリハ専門職の取組み事例や活動上の課題等の共有を通じて，リハ専

門職の連携のきっかけを図ることを目的に，上記（１）の配置状況等調査結果から把握されたリハ

職を参集し，施設や現場のニーズ，活動の課題等について共有する連絡会を実施した。 

 

（４） 上記（１）～（３）から地域リハ体制整備の推進に向けた取組みの検討 

主にヒアリング調査にて得られた内容について，ＫＪ法を用いて分類し，リハ専門職の活動状況

や配置状況，活動効果を捉えることで，新たな配置に向けた取組や普及啓発のあり方，リハ専門職

への支援の必要性や内容を検討した。 

 

  

事業の目的 

 

① 新たな配置に向けた取組の検討 

② 障害福祉領域のリハビリテーションの普及啓発のあり方の検討 

③ 障害福祉サービス等に関与しているリハ専門職に対する支援の必要性や内容について検討 

「宮城県内の障害福祉サービス等におけるリハ専門職の活動状況や支援の状況を把握し，

地域リハビリテーション体制整備の推進に向けた取り組みに資すること」 
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４ 調査結果・事業実施状況 

（１） 配置状況等調査結果 

配置状況等調査の結果，宮城県内には，４７事業所に１１７名（重複あり）のリハ専門職が配

置されていることがわかった。 

表１に４７事業所のリハ専門職従事者数の一覧を示す。 

 

表 1 宮城県内のリハ専門職配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

理
学
療
法
士

作
業
療
法
士

言
語
聴
覚
士

理
学
療
法
士

（
常

）

作
業
療
法
士

（
常

）

言
語
聴
覚
士

（
常

）

理
学
療
法
士

（
非

）

作
業
療
法
士

（
非

）

言
語
聴
覚
士

（
非

）

1 仙南 社会福祉法人 短期入所、生活介護 1 1

2 仙南 社会福祉法人 施設入所支援、短期入所、生活介護 1 1

3 仙南 社会福祉法人 施設入所支援、短期入所、生活介護 1 1

4 仙南 社会福祉法人 就労継続支援 1 1

5 仙南 社会福祉法人 施設入所支援、短期入所、生活介護 1 1

6 仙台 NPO法人 障害児通所支援（児童発達支援、放課後等デイサービス） 1 1

7 仙台 NPO法人 障害児通所支援（児童発達支援、放課後等デイサービス） 1 1

8 仙台 NPO法人 障害児通所支援（児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援） 1 1

9 仙台 NPO法人 障害児通所支援（児童発達支援、保育所等訪問支援） 1 1

10 仙台 行政 精神障害者コミュニティサロン 1 1

11 仙台 社会福祉法人 施設入所支援、短期入所、生活介護、計画相談支援 1 1 1 1 1 1

12 仙台 社会福祉法人 短期入所、生活介護 1 1

13 仙台 社会福祉法人 生活介護、就労継続支援 1 1

14 仙台 社会福祉法人 生活介護 1 1

15 仙台 社会福祉法人 施設入所支援、短期入所、生活介護 1 1

16 仙台 社会福祉法人 生活介護 1 1

17 仙台 行政 就労移行支援、就労継続支援 1 1

18 仙台 社会福祉法人 生活介護 1 1

19 仙台 独立行政法人 短期入所、療養介護、障害児入所支援（医療型） 7 6 3 7 6 3

20 仙台 社会福祉法人 自立訓練（生活訓練）、就労継続支援 1 1

21 栗原 NPO法人 短期入所、生活介護 1 1

22 栗原 社会福祉法人 生活介護、自立訓練（機能訓練）、就労移行支援、就労継続支援 1 1

23 登米 医療法人 就労移行支援、就労継続支援 1 1

24 登米 社会福祉法人 計画相談支援、地域相談支援、障害児等療育支援事業 1 1 1 1

25 登米 社会福祉法人 生活介護、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援 1 1

26 東部 社会福祉法人 生活介護、自立訓練（機能訓練、就労移行支援、就労継続支援 1 1

27 東部 社会福祉法人 短期入所、障害児通所支援（児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援） 1 1

28 東部 社会福祉法人 生活介護 2 2

29 気仙沼 社会福祉法人 施設入所支援、短期入所、生活介護 1 1 1 1 1 1

30 仙台市 NPO法人 障害児通所支援（児童発達支援） 1 1

31 仙台市 社会福祉法人 施設入所支援、短期入所、生活介護 1 1 1 1

32 仙台市 社会福祉法人 施設入所支援、短期入所、生活介護 1 1

33 仙台市 社会福祉法人 計画相談支援、地域相談支援 1 1

34 仙台市 行政 自立訓練（生活訓練）、自立訓練（機能訓練） 1 1 1 1

35 仙台市 行政 自立訓練（生活訓練）、自立訓練（機能訓練） 1 1 1 1

36 仙台市 行政 自立訓練（生活訓練）、自立訓練（機能訓練） 1 1

37 仙台市 行政 自立訓練（生活訓練）、自立訓練（機能訓練） 1 1 1 1

38 仙台市 社会福祉法人 生活介護 1 1

39 仙台市 社会福祉法人 計画相談支援、地域相談支援 1 1

40 仙台市 社会福祉法人 生活介護 1 1

41 仙台市 社会福祉法人 生活介護 1 1

42 仙台市 社会福祉法人 施設入所支援、短期入所、生活介護 5 5 5

43 仙台市 社会福祉法人 生活介護 1 1

44 仙台市 社会福祉法人 生活介護 1 1

45 仙台市 行政 障害児入所支援（医療型）、短期入所 11 5 3 10 5 3 1

46 仙台市 社会福祉法人 短期入所、療養介護、障害児入所支援（医療型）、生活介護 2 3 3 2 3 3

47 仙台市 独立行政法人 短期入所、療養介護 12 5 12 5

63 36 18 51 24 15 18 11 3

従事者数（人） （内常勤） （内非常勤）

障害福祉サービス事業等種別

合計

運営主体圏域別
番
号
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① 事業所における職種別配置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 圏域別の事業所分布 

 

 

 

 

 

  

理学療法士のみ配置

(n=２１)４５% 

作業療法士のみ配置

(n=１２)２６% 

言語聴覚士のみ配置 

(n=３) ６% 

３職種配置 

(n=５)１１% 

理学療法士・作業療法

士配置(n=２)４% 

理学療法士・言語聴覚

士配置(n=２)４% 
作業療法士・言語聴覚

士配置(n=２)４% 

図１ 事業所におけるリハ専門職配置状況（ｎ=４７） 

仙台市 

３８.３％ 

（ｎ=１８) 

仙台３２.０％ 

(ｎ=１５) 

仙南 

１０．６％ 

(ｎ=５) 

東部６.４% 

(ｎ=３) 

登米 

６.４％ 

(ｎ=３) 

栗原４.３％ 

(ｎ=２) 
気仙沼２.１％ 

(ｎ=１) 

図２ 配置事業所の圏域別の事業所分布 

（ｎ＝４７） 

リハ専門職 

配置４7事業所 

・宮城県内（仙台市含む）でリハ専門職が配置されている事業所は４７事業所。 

・事業所における配置職種別では，理学療法士のみが２１ヶ所（４５％），次いで作業療

法士のみ配置が１２ヶ所（２６％），３職種配置が５ヶ所（１１％）となっている。 

リハ専門職 

勤務 

４７事業所 
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③ 事業種別とリハ専門職配置状況 

 

表２ 事業種別とリハ専門職配置状況（勤務形態別）         （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指定事業所数については宮城県社会福祉施設等一覧（平成２５年６月）） 
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図３  事業種別リハ専門職配置事業所（ｎ＝１１３） 複数回答） 

・常勤，非常勤ともに理学療法士の従事が多い。 

・常勤では医療機関で実施している療養介護，障害児入所支援が全体を押し上げてい

る。生活介護，短期入所，施設入所支援への関与が多い。 

・非常勤では生活介護に関わるリハ専門職が多い。 

・１１３ヶ所の配置事業所の内，生活介護が２７カ所２３．５％と最も多く，次いで短期

入所が１８ヶ所１５．７％，施設入所支援１０ヶ所８．７％となっていた。 

配
置
割
合

理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 理学療法士 作業療法士 言語聴覚士

療養介護 3 3 100.0% 21 19 6 0 7 0

生活介護 109 27 24.8% 16 5 5 16 5 0

短期入所 89 18 20.2% 43 20 11 9 2 0

施設入所支援 40 10 25.0% 11 1 2 8 1 0

自立訓練（機能訓練） 7 5 71.4% 3 2 2 0 0 1

自立訓練（生活訓練） 26 7 26.9% 2 2 2 2 0 1

就労移行支援 64 5 7.8% 1 1 0 2 1 0

就労継続支援（B型） 150 8 5.3% 1 1 0 4 2 0

計画相談支援 50 4 8.0% 4 1 2 0 3 0

地域相談支援（地域移行支援) 25 3 12.0% 3 0 1 0 2 0

地域相談支援(地域定着支援) 25 3 12.0% 3 0 1 0 0 0

障害児入所支援（医療型） 4 4 100.0% 31 19 9 1 2 0

児童発達支援 32 7 21.9% 0 0 1 1 3 2

放課後等デイサービス 83 5 6.0% 0 0 1 1 2 1

保育所等訪問支援 6 3 50.0% 0 0 0 0 2 1

精神障害者コミュニティサロン 4 1 25.0% 0 1 0 0 0 0

計 717 113 32.3% 139 72 43 44 32 6

常勤 非常勤

事業種別

リ
ハ
専
門
職
配

置
事
業
所
数

宮
城
県
内
指
定

事
業
所
数
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④ 事業種別とリハ専門職の勤務形態 

 

表 ３ 事業種別とリハ専門職の勤務形態（事業所数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

事業種別 常勤 非常勤 計 常勤割合

療養介護 3 0 3 100.0%

生活介護 12 15 27 44.4%

短期入所 12 6 18 66.7%

施設入所支援 7 3 10 70.0%

自立訓練（機能訓練） 5 0 5 100.0%

自立訓練（生活訓練） 4 3 7 57.1%

就労移行支援 2 3 5 40.0%

就労継続支援（B型） 2 6 8 25.0%

計画相談支援 4 0 4 100.0%

地域相談支援（地域移行支援) 3 0 3 100.0%

地域相談支援(地域定着支援) 3 0 3 100.0%

障害児入所支援（医療型） 4 0 4 100.0%

障害児通所支援（児童発達支援） 1 6 7 14.3%

放課後等デイサービス 1 4 5 20.0%

保育所等訪問支援 1 2 3 33.3%

精神障害者コミュニティサロン 1 0 1 100.0%

計 65 48 113

・事業種別毎のリハ専門職配置状況は，医療機関が事業を行っている療養介護，障害児入

所支援（医療型）は１００％であった。 

・配置基準が定められている自立訓練（機能訓練）以外は５０％以下の配置となっている。 

・生活介護は，配置基準において理学療法士又は作業療法士を有しなければならないと定

めがあるにもかかわらず，２４．８％にとどまっている。 

・生活介護は非常勤が多い。 

・自立訓練（機能訓練）は，常勤が１００％である。 

0%

20%

40%

60%

80%

100%
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介
護 
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期
入
所 
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練
） 
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練
） 

就
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支
援 
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続
支
援 

計
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談
支
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談
支
援
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支
援) 
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ビ
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図４ リハ専門職配置事業所数 配置割合 



7 

 

 

⑤ １事業所あたりのリハ専門職の勤務人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 勤務形態  

 
 

 

  

 １人勤務 

(n=３５)７４% 

２人以上 

５人未満(n=７) 

１４．９% 

５人以上(n=５) 

 １０．６% 

図５ 事業所の勤務人数（ｎ＝４７） 

 

常勤 

５３% 

２５ヶ所 

非常勤 

４７% 

２２ヶ所 

図６ 勤務形態（ｎ=４７） 

リハ専門職勤務 

４７事業所 

リハ専門職勤務 

４７事業所 

・全体の７４％が１人で事業所に関わっている。 

・勤務形態は，常勤と非常勤の割合はほぼ同様であった。 
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（２） ヒアリング調査結果 

 

① ヒアリング調査対象の基本属性 

ヒアリング調査対象事業所の概要を表７に示す。本調査では，前掲の障害福祉サービス等の

職員を対象とし，ヒアリングを実施した。仙台市以外の事業所を対象としている。 

 

 

表４ ヒアリング対象事業所の従事職種数 

職 種 人 数 

理学療法士 １０ 

作業療法士 ７ 

言語聴覚士 ６ 

計 ２３ 

 

 

表５ ヒアリング対象事業所の従事職種内訳（事業所数） 

サービス事業種別 ＰＴ ＯＴ ＳＴ ＰＴ・ＳＴ ＯＴ・ＰＴ・ＳＴ 計 

生活介護 ７ ２   ２ １１ 

就労移行支援  １   
 

１ 

計画相談支援  
 

 １ 
 

１ 

障害児通所支援  １ ３  
 

４ 

精神障害者コミュニティサロン  １   
 

１ 

計 ７ ５ ３ １ ２ １８ 

ＰＴ：理学療法士 ＯＴ：作業療法士 ＳＴ：言語聴覚士 

 

 

表６ ヒアリング対象事業所の勤務形態内訳（事業所数） 

事業種別 常勤 非常勤 計 

生活介護 ７ ４ １１ 

就労移行支援 １ 
 

１ 

計画相談支援 １ 
 

１ 

障害児通所支援 １ ３ ４ 

精神障害者コミュニティサロン １ 
 

１ 

計 １１ ７ １８ 
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② ヒアリング調査結果 

ヒアリング対象とした１８事業所の現状及び意見を文章で記述した上でその内容を表８のと

おり分類し，事例的に記載した。 

 

 

表８ 本調査におけるリハ専門職の活動状況の分類 

ア 事業所の雇用のきっかけ 

イ 活動内容 

 

 

ａ 活動場所（活動場所の数，制度別） 

ｂ リハ専門職としての動き 

ｃ 事業所職員としての動き 

ウ 活動効果 

エ 活動上の課題 

オ 必要な支援 

 

 

 

 

 

 

 

ア 事業所の雇用のきっかけ（配置の理由）について 

 

表 ９ 事業所の雇用のきっかけ（具体的事例） 

ａ 専門性に期待しての配置 

（８事例） 

・利用者の高齢化・重度化のケア対策 

・重度心身障害児者の個別支援 

・療育に関する相談の強化 

・療育ニーズに対応したい。 

・利用者の家族からの要望（ことばや発達の遅れ）に対

応したい。 

・リハ専門職（作業療法士）に関わってほしい。 

ｂ 制度上の人員としての配置 

（７事例） 

・旧身体障害者療護施設で，当時の職員の配置基準で理

学療法士が必置であったため。 

・旧身体障害者更生施設で，当時の職員の配置基準で理

学療法士及び作業療法士が必置であったため。 

・旧精神障害者授産施設で，当時の職員の配置基準で作

業療法士が必置であったため。 

ｃ そのほか・不明（３事例） 
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図 ７事業所の雇用のきっかけ 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

a 専門性に期

待しての配置, 

8事例, 44%

b 制度上の人

員としての配

置, 7事例, 39%

c そのほか・不

明, 3事例, 17%

事業所（法人）にリハ専門職が雇用となったきっかけは，専門性を期待しての配置と制度

上の人員の基準としての配置に大別された（図７）。 

 

表９に具体的事例を示しているが，旧法における身体障害者療護施設・身体障害者更生施

設・精神障害者授産施設では，職員の配置の基準において理学療法士・作業療法士の配置が

定められており，配置の理由となっていた。 

 

一方で専門性に期待しての配置は調査対象の半数にのぼり，次の様な例が見られた。 

・ 利用者の高齢化・障害の重度化が課題となっている一部の生活介護事業所などでは，

利用者に対する食事動作や移動，移乗の支援に対応できる職種としてリハ専門職をと

らえ，雇用に至っている事例が見られた。 

・ 重度心身障害者が通う一部の生活介護事業所では，重度心身障害者に対する個別支援

に対応できる職種としてリハ専門職をとらえ，雇用に至っている事例が見られた。 

・ 障害児者通所支援事業では，子どもの育ちや発達に対し，より専門性の高い対応をす

る職種としてリハ専門職をとらえ，雇用に至っている事例が多く見られた。 
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イ 活動内容 

障害福祉サービス等でのリハ専門職の活動内容は，表１０のとおり活動場所（活動場所

の数，制度別），リハ専門職としての動き，事業所の職員としての動きに大別された。 

 

 

表 １０ 活動内容 

a 活動場所 ○活動場所の数 

・１事業所での活動（１０事例） 

・複数事業所（法人内）での活動（４事例） 

・複数事業所（法人外）での活動（４事例） 

○制度別（制度内：障害者総合支援法や児童福祉法に基づくもの，

制度外：市単独事業や利用者の自己負担で行われている支援な

ど） 

・制度内（１１事例），制度外（１事例），制度内外の両方（６事

例） 

b リハ専門職としての

動き 

・人材育成（所内研修の講師など）（４事例） 

・他職種が実施する支援についての助言（１３事例） 

・他職種が実施する支援の技術的なサポート（１３事例） 

・個別の専門的技術的支援（言語訓練や運動の実施など）の実施

（１１事例） 

・個別の支援に関わる外部との連携（８事例） 

c 事業所の職員として

の動き 

（管理業務や支援員と

しての業務など） 

・あり（８事例） 

・なし（１０事例） 

 

 

ａ 活動場所 

活動場所の数は，１つの事業所・施設のみで活動する事例（１０ヶ所），同じ法人内で

複数の事業所で活動する事例（４ヶ所），法人外の事業所を含む複数の事業所で活動する

事例（４ヶ所）が見られた。 

制度別では，障害者総合支援法や児童福祉法に基づいた制度内での活動（１１ヶ所），

市町村が単独で実施している事業や利用者の自己負担で提供されている事業など制度外

での活動（１ヶ所），制度内外の両方を行っている事例（６ヶ所）が見られた。制度内外

両方に関わっている事例は，言語聴覚士による「ことばの教室」，「障害児等療育支援事

業」，「応急仮設住宅のサポートセンター」などであった。 

 

ｂ リハ専門職としての動き 

事業所・法人でのリハ専門職としての動きは，他職種スタッフ（生活支援員や就労支

援員等のこと。以下「スタッフ」という。）への研修などの業務（例：動作介助方法や食
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事の支援方法について研修を行うなど），利用者の心身機能・活動や障害状態についての

アセスメントに基づいたスタッフへの助言を行う業務（例：主にスタッフの疑問や質問

に関してアドバイスを行うなど），スタッフが担当する支援の技術的サポートの業務

（例：利用者の福祉用具の検討，動作介助方法・姿勢の検討，利用者の日中活動内容の

検討），個別の専門的技術的支援（例：言葉の教室，療育支援の教室，リラクゼーション，

運動実施の支援など狭義のリハビリテーション医療的な関わり），個別の支援に関わる外

部機関（医療機関や支援学校など）との情報交換などの連携に関する業務に分類された。 

 

ｃ 事業所の職員としての動き 

事業所の職員として，利用者の送迎なども含め支援スタッフとして業務を行っている

事例，福祉用具の選定・購入を伴う事務処理を含めた業務を行っている事例，相談支援

事業や障害者就業・生活支援センターの職員として就業支援を行っている事例，事業所

内でサービス管理責任者や副施設長など管理業務を行っている事例が見られた。 

 

事業所毎の活動内容の概要一覧を表１１，勤務形態（常勤・非常勤）と従事事業数及び

リハ専門職としての動きについてのクロス集計を表１２～１８，リハ専門職の活動の具体

的支援内容を表１９に示す。 

ヒアリング調査対象では，常勤事業所は１０ヶ所，非常勤事業所が８ヶ所である。表１

２の勤務形態と事業所の職員としての業務の実施の有無には関連があり，常勤職員は多様

な業務を行っている。また，表１８のとおり常勤職員は外部機関との連携を図りながら，

業務を行っている。 

表１９の専門的技術的支援の具体的内容は，心身機能，動作，環境と多岐にわたってい

るが，利用者の生活状況や障害状況をアセスメントし直接利用者に支援を提供する場合と，

例えば食事や排泄などのＡＤＬのアセスメントのみを行い，より利用者のやりやすい方法

を提案した上で生活支援員のケアの活用を図るなど多職種と協働し，サービス提供をより

よいものとする活動を行っている。 
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表１１ 活動内容の概要 一覧 

1 生活介護 1 ＰＴ 非常勤 単数 生活介護
専門性に期待しての

配置
高齢化・重度化のケア対策

2 生活介護 1 ＯＴ 常勤 単数 生活介護
制度上の人員として

の配置
生活介護であるため

3 生活介護 1 ＰＴ 常勤 単数 自立訓練機能訓練，生活介護 その他・不明

4 生活介護 1 ＯＴ 非常勤 単数 生活介護
専門性に期待しての

配置
作業療法士に関わって欲しい

5
障害児通所
支援

2 ＯＴ，ＳＴ 非常勤 複数
多機能事業所（生活介護，児童発達，SS，放
課後デイ，保育所等訪問支援），市単事業
（保育所訪問，健診フォロー）

専門性に期待しての
配置

療育に関する相談の強化

6 生活介護 1 ＰＴ 常勤 複数 生活介護，施設入所
専門性に期待しての

配置
高齢化・重度化のケア対策

7
障害児通所
支援

1 ＳＴ 非常勤 複数
児童発達支援，放課後等デイ，言葉
の教室（制度外含む）

専門性に期待しての
配置

利用者の家族からの要望（こと
ばや発達の遅れ）に対応

8 生活介護 1 ＰＴ 非常勤 単数 生活介護（重心）
専門性に期待しての

配置
重度心身障害児者の個別支援

9
障害児通所
支援

1 ＳＴ 常勤 複数
児童発達支援，放課後等デイ，言葉
の教室（制度外含む）

専門性に期待しての
配置

利用者の家族からの要望（こと
ばや発達の遅れ）に対応

10
障害児通所
支援

1 ＳＴ 非常勤 単数 言葉の教室（制度外含む） その他・不明

11 生活介護 1 ＰＴ 非常勤 複数
就労継続A，B，生活介護，自立訓練
生活訓練

制度上の人員として
の配置

旧身体障害者療護施設であっ
たため

12 生活介護 1 ＰＴ 常勤 単数 生活介護，施設入所
制度上の人員として

の配置
旧身体障害者療護施設であっ
たため

13
精神障害者
コミュニティ
サロン

1 ＯＴ 常勤 単数 精神サロン（市単独事業） その他・不明

14 計画相談 2 ＰＴ，ＳＴ 常勤 複数
障害児等療育支援事業，障害者就
労・生活支援事業，相談支援事業

専門性に期待しての
配置

療育に関する相談の強化

15
就労移行支
援

1 ＯＴ 常勤 単数 就労継続B，就労移行
制度上の人員として

の配置
旧精神障害者授産施設であっ
たため

16 生活介護 3
ＰＴ，ＯＴ，Ｓ

Ｔ
常勤 複数

生活介護，施設入所，特養，介護
サービス事業，仮設サポートセンター

制度上の人員として
の配置

旧身体障害者更生施設であっ
たため

17 生活介護 3
ＰＴ，ＯＴ，Ｓ

Ｔ
常勤 複数

生活介護，施設入所，市単事業（言
語，聴覚相談）

制度上の人員として
の配置

旧身体障害者療護施設であっ
たため

18 生活介護 1 ＰＴ 常勤 単数 生活介護，施設入所
制度上の人員として

の配置
旧身体障害者療護施設であっ
たため

活動
場所

従事事
業所数
（単数・
複数の

別）

事
例
番
号

主にリハ専
門職が関わ
るサービス
事業

リハ専
門職
の配
置数

配置されて
いるリハ専
門職の職種

常勤・非
常勤の別

参考）
主に従事する事業内容

参考）
リハ専門職雇用のきっかけの
具体記述

リハ専門職雇用の
きっかけ
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①所内
研修の
講師

②事業
所の他
職種職
員が実
施する
支援の
助言

③事業
所の他
職種職
員が実
施する
支援の
技術的
なサ
ポート

④リハ
専門職
の個別
の専門
的技術
的支援
（他のス
タッフで
はでき
ない支
援））

⑤支援
に関わ
る外部
との連
携

1 生活介護 － ○ ○ ○ －
②スタッフへの助言
③高齢化・重度化した利用者への対応

－ －

2 生活介護 － － ○ － －
③支援スタッフが気づかないことを気づい
て，日中活動を提案

○ 支援スタッフ業務

3 生活介護 ○ ○ － ○ ○
①スタッフへの伝達研修の講師
②就労移行・継続B：スタッフへの助言
④利用者に対する機能訓練

○ 利用者の送迎 医療機関

4 生活介護 － ○ ○ － －
②スタッフへの技術的助言
③アセスメントの補完

－ －

5
障害児通所
支援

－ ○ ○ ○ ○
②スタッフへの助言，③親へのフォロー
③・④・⑤外部（医療機関）との連携，コー
ディネイト，制度利用

－ －
小児医療機関，福祉用
具業者，支援学校，リ
ハ支援センター，市町

6 生活介護 － ○ ○ ○ －
②重度高齢化対策に関する助言
③集団リハ
④重心の利用者の個別支援

－ －

7
障害児通所
支援

○ ○ － ○ －
①法人内の保育所職員の研修講師
②法人内の保育所職員への助言
④言葉の相談

－ －

8 生活介護 － ○ ○ － －
②リスク管理
③重心の呼吸リハ，姿勢管理など

－ －

9
障害児通所
支援

－ ○ ○ ○ ○
②保育スタッフへの助言
③保育業務
④言葉の教室

○
児童発達支援，放
課後等デイの保育
スタッフ

支援学校

10
障害児通所
支援

－ － － ○ － ④言葉の教室 － －

11 生活介護 － ○ － － － ②スタッフへの助言 － －

12 生活介護 ○ ○ ○ － ○
①介助方法や食事の支援方法など
②環境調整や物品の購入など
③入浴動作や排泄ケア方法について

○

補助金申請（事務
処理），介助用品
の選定，福祉車両
の検討

リハ支援センター，市
町，介護研修センター，
福祉用具業者

13
精神障害者
コミュニティ
サロン

－ ○ ○ － ○
②スタッフへのアドバイス
③通常の支援場面に関わりながら，病状を
見極め，必要な支援に適時つなげる

○ サロン運営

医療機関（精神），ハロー
ワーク，就労系事業所（※利
用者が関わっているところと
連携）

14 計画相談 ○ ○ ○ ○ ○
①研修の講師　　②スタッフへの助言
③福祉用具等の技術支援
④療育支援

○
相談支援事業，就
業支援員の通常
業務

医療機関，福祉用具業
者，市

15
就労移行支
援

－ － ○ － ○
③通常の支援場面に関わりながら，病状を
見極め，必要な支援に適時つなげる

○
副施設長，サービ
ス管理責任者，就
労支援員

医療機関（精神），障害者職
業センター，保健所，障害者
就業・生活支援センター，就
労系事業所，ほか

16 生活介護 － ○ － ○ －
②スタッフへの助言
④個別の機能訓練の実施

－ －

17 生活介護 － － ○ ○ －
③施設内のプロジェクトチームへの関わり
④個別の機能訓練の実施

○
窒息事故のマニュ
アル作成

ＳＴのみ常勤
PT，OTは非常
勤

18 生活介護 － － ○ ○ ○
③障がい者スポーツの実施
④個別の運動療法を実施

－ － リハ支援センター

事
例
番
号

主にリハ専
門職が関わ
るサービス
事業

主な外部の連携先 備考

リハ専門職としての動き（有無）

参考）
リハ専門職としての動きの主な内容

事業所
の他の
スタッフ
と同様
の業務
（有無）

（管理業
務やス
タッフと
しての
業務）

参考）
事業所の他のス
タッフと同様の業
務の主な内容（具
体記述）
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表１２ 勤務形態と事業所の職員の業務（有・無）の関係 

項目 無 有 計 

常勤 ３ ３０.０% ７ ７０.０% １０ 

非常勤 ７ ８７.５% １ １２.５% ８ 

総計 １０ ５５.６% ８ ４４.４% １８ 

 

表 １３ 勤務形態と従事事業所数（単数・複数）の関係 

項目 単数 複数 計 

常勤 ５ ５０.０% ５ ５０.０% １０ 

非常勤 ５ ６２.５% ３ ３７.５% ８ 

総計 １０ ５５.６% ８ ４４.４% １８ 

 

表 １４ 勤務形態と所内研修の実施（有・無）の関係 

項目 無 有 計 

常勤 ７ ７０.０% ３ ３０.０% １０ 

非常勤 ７ ８７.５% １ １２.５% ８ 

総計 １４ ７７.８% ４ ５０.０% １８ 

 

表 １５ 勤務形態と事業所職員への助言の実施（有・無）の関係 

項目 無 有 計 

常勤 ４ ４０.０% ６ ６０.０% １０ 

非常勤 １ １２.５% ７ ８７.５% ８ 

総計 ５ ２７.８% １３ ７２.２% １８ 

 

表 １６ 勤務形態と事業所職員へのサポートの実施（有・無）の関係 

項目 無 有 計 

常勤 ２ ２０.０% ８ ８０.０% １０ 

非常勤 ３ ３７.５% ５ ６２.５% ８ 

総計 ５ ２７.８% １３ ７２．２% １８ 

 

表 １７ 勤務形態と個別の専門的技術的支援の実施（有・無）の関係 

項目 無 有 計 

常勤 ３ ３０.０% ７ ７０.０% １０ 

非常勤 ４ ５０.０% ４ ５０.０% ８ 

総計 ７ ３８.９% １１ ６１.１% １８ 

 

表 １８ 勤務形態と外部との連携（有・無）の関係 

項目 無 有 計 

常勤 ４ ４０.０% ６ ６０.０% １０ 

非常勤 ６ ７５.０% ２ ２５.０% ８ 

総計 １０ ５５.６% ８ ４４.４% １８ 
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表１９ リハ専門職の専門的技術的支援 具体的な内容 

ａ 心身の機能のアセスメントと支援 

例） ○ 疾患の特性，障害特性，個人の性格を見極めている。 

○ 動きやすいからだづくり 

・ 筋緊張を落として歩行につなげる。 

ｂ 活動（していること，できていること）のアセスメントと支援 

例） ○ 食事に関わる評価や支援（できない，やりづらいなどの問題を把握でき，対応策を立案） 

・ 食事姿勢，食形態，摂食嚥下機能，介助方法，食器や道具の工夫，車いすや座り方などの工夫

を行っている。 

○ 排尿や排便の管理，排泄動作の自立への支援を行っている。 

○ 失語症者のトレーニング（コミュニケーションの表出や理解の練習） 

・ レクリエーションや雑談を通じた会話の持続，１対１での会話の練習を行っている。 

○ コミュニケーションの評価・支援 

ｃ 参加（他人との関係や家庭・人生における役割など）のアセスメントと支援 

例） ○ 利用者が取り組みやすい，取り組めるような活動の工夫 

・ 高次脳機能障害者が行事に参加するための楽器演奏の際の読み取り方の工夫 

○ 交通機関や自動車などの手段を利用しての移動方法獲得の支援を行っている。 

○ 施設内でのレクリエーションとして，ボッチャ，車いすサッカー，足動車いすホッケーなどの障

害者スポーツのメニューを取り入れている。 

○ 利用者同士のコミュニティの組織づくりや運営を支援している。 

ｄ 個人因子（個人の人生や生活の特別な背景，性格，個人の心理的資質など）のアセスメ

ントや支援 

例） ○ 自己肯定感や存在意義を高める関わり，支援 

ｅ 環境因子（個人にとっての身近な環境，物的・人的，サービス，就労環境など）のアセ

スメントや支援 

例） ○ 利用者の在宅に出向き，日々の生活や住居の状況を評価している。 

ｆ そのほか（対象を軸とした複合的な支援） 

例） ○ 重度心身障害児の問題を把握し対応している。 

・ 食事姿勢，呼吸機能，介助方法，姿勢保持・変換，ポジショニング，座位保持装置の検討など 

 

    

 

 

 

 

 

 

  

活動内容の特徴としては，次のような事例が見られた。 

・一つの箇所で働くのではなく，複数箇所で活動することが多い。 

・ほとんどのリハ専門職が，「事業所スタッフへの助言」を行っている。 

・事業所一職員として活動しながら，タイミングよくリハ専門職としてのスキルを生かし，

活動している。 

・常勤で働くリハ専門職は，外部機関との連携の役割を担っている。 
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ウ 活動効果 

リハ専門職の活動効果として，利用者への効果，スタッフ・事業所・法人への効果に大別

された。 

 

表２０ 活動効果 

ａ 利用者への効果 ・アセスメントに基づいたタイムリーな支援の提供ができる。 

・活動の機会をつくることができる。 

・プランの提案ができる。 

ｂ スタッフ・事業所・法

人への効果 

 

・スタッフや事業所への安心感がある 

・事業所の活動の振り返りができる。 

・事業所全体の活性化につながる。 

・個別に応じた支援ができる。 

・利用者の評価・アセスメントができる。 

・事業所の評価が良くなる。 

・連携を促進できる。 

・スタッフへの効果（表２１に詳細を示す） 

 

ａ 利用者への効果 

利用者への効果としては，下記の項目があげられた。 

○ 適時に利用者の変化をアセスメントし，タイムリーな支援の提供ができること。 

○ 利用者に応じた活動（作業メニュー）の提案や障害者スポーツの情報と参加の機会

を提供すること 

○ 利用者が参加しやすい行事やイベントの工夫などの活動の機会をつくることができ

ること。 

○ 合理的な動作介助方法の選択や障害児の障害や発達に応じた支援，利用者の就労に

向けて必要な目標レベルにスキルアップするためのアイデアの提供などプランの提

案ができること。 

 

ｂ 事業所・スタッフ・法人への効果 

特に記述が多かったスタッフへの効果については表２１のとおり項目と具体例を整理し

た。 

また，スタッフの効果以外に，次の点が効果としてあがった。 

○ その他の効果 

・スタッフや事業所がいつでも相談できる安心感があること。 

・外部の職員が関わることで事業所の活動の振り返りにつながり，事業所全体の活性

化となること。 

・言語の発達やコミュニケ－ション，発達しやすい環境づくりができること，二次障

害の予防が図られる，その人らしさを支援できるなど利用者の個別に応じた支援が

できる。 

・スタッフでは気づかない利用者の動作を把握できること，利用者のその人らしさの

把握，利用者がどこまでできるか見極めることができること，利用者の状況をアセ

スメントできるなど利用者の評価・アセスメントができること。 

・リハ専門職が勤務する日は利用率が高くなっている。 

・身近なところで発達やコミュニケーションの支援が受けられるなど事業所の評価が

良くなった。 

・医療機関や障害者職業センターなどの外部機関との連携を促進できること。 
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表 ２１ 活動効果 スタッフへの効果（事例） 

ａ スタッフへの

アドバイス 

・高次脳機能障害者の関わり方についてスタッフへ助言ができる。 

・介助方法についての疑問が解消される。 

・介助方法についてスタッフの相談に乗れる。 

・スタッフでも対応可能な方法の助言ができる。 

・重度心身障害児の方のリスク管理について助言ができる。 

・事業所のスタッフの利用者の症状の理解につなげられる。 

・精神疾患の症状について，スタッフがアドバイスを受けることがで

きる。 

・利用者の移動方法についてアドバイスができる。 

・スタッフが，わからないことを質問できる（移動，運動，失語症の

トレーニングなど） 

ｂ スタッフへの

研修効果 

・スタッフ向けに，コミュニケーションに関する研修ができる。 

・スタッフに対し，介助方法に関する技術やサービスの向上ができる。 

ｃ スタッフの認

識が変わる 

・スタッフの知識が高まる。 

・スタッフの利用者を見る目が変わる。 

・スタッフが集団の運動機会を提供することの必要性を感じることが

できる。 

ｄ 研修の理解 ・外部研修の内容などを事業所の状況に応じ伝えることができる。 

・外部研修をわかりやすく伝えることができる。 

・スタッフの食事の支援のスキルアップが図られる。 

ｅ 支援の実践モ

デルとなる 

・利用者の意欲を引き出す支援方法のモデルをスタッフに示すことが

できる。 

・保育スタッフに子どもの関わり方・接し方を示すことができる。 

ｆ 情報提供 ・機器や福祉用具の使用方法について情報を受けることができる。 

ｇ 根拠のある支

援につなげら

れる 

・スタッフが根拠に基づいた支援ができるようになる。 

・スタッフが行うケアに根拠を持たせることができる。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ヒアリング事例では，活動内容と同様に活動効果は多岐にわたっているが，リハ専門職が

事業所に関わる効果は，次のような事例が見られた。 

・サービス提供を行っている利用者の活動機会の提供 

・利用者の変化や状況に応じた支援を行える 

・利用者への直接的効果 

・スタッフ・事業所・法人への間接的な効果（特に，利用者のアセスメントに基づいた支援

のアドバイスができることやスタッフの研修につながっているといった他職種スタッフへ

の効果が示された事例が多かった。） 

・医療機関などの外部機関との連携がとりやすくなる。 

・事業所の評価がよくなる。 
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エ 活動上の課題 

リハ専門職の活動上の課題は，リハ専門職に関わる課題と障害福祉領域で活動する特有の

課題，地域全体として受け止めるべき課題に大別された（表２２）。 

 

表 ２２ 活動上の課題 

ａ リハ専門職に関わる課題 ・活動の成果を捉えることができない。 

・業務に係る知識・スキルに不安がある。 

・利用者の変化や障害の多様化に応じた支援の進め方。 

・他職種のスタッフとのやりとりの難しさがある。 

・利用者を見ないで実施するアドバイスや支援の方法に

ついて。 

ｂ 障害福祉領域・地域の課題 ・障害福祉事業所（法人）内での役割が不明確である。 

・（リハ専門職が）事業所に関わる頻度が少ない。 

・業務について相談先（相手）がない。 

・他機関との連携がとりづらい。 

・制度の利用のしにくさ。 

・リハ専門職の人材が不足している。 

・業務量と報酬単価（リハビリテーション加算など）が

見合わない。 

 

    

 

ａ リハ専門職に関わる課題 

     特にリハ専門職の個人に関わる課題については次の点があがった。 

○ 非常勤でスタッフを通じた支援の場合や相談のみで関わる間接的な支援では，活動

の成果を捉えづらい。（生活介護・理学療法士ほか同様１件） 

○ 業務に係る知識やスキルに不安がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 事業所を利用する障害の多様化への対応や非常勤での関わり方など支援の進め方に

ついてどのようにしていくか。（生活介護・作業療法士） 

  

（具体事例） 

・ 発達障害，歩行に関する相談，精神症状等の相談は１人ではアドバイスが難しい。 

（生活介護・作業療法士） 

・ 高次脳機能障害者の支援や対応で技術的に難しいこともある。また，摂食嚥下機能や食

事の姿勢，食事の支援等も課題である。（生活介護・言語聴覚士） 

・ 就労の現場では言語聴覚士としての視点だけでなく，トータル的に広い視点が必要と感

じている。（相談支援事業（障害者就業・生活支援センター）・言語聴覚士）  

・ 知的・精神の方のゴールが立てにくいと感じている。関わりに対する変化がわからない。 

（生活介護・作業療法士） 

・ 重度心身障害児者の方の目標設定が立てにくいと感じている。（生活介護・作業療法士） 

・ 施設での生活支援はできているが，地域移行に向けた利用者の地域資源がわからない。 
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○ 他職種のスタッフとのやりとりの難しさ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 利用者を見ないで実施するアドバイスや支援の方法について 

 

 

 

 

 

 

ｂ 障害福祉領域・地域としての課題 

○ 障害福祉事業所（法人）内での役割が不明確である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ リハ専門職が事業所に関わる頻度が少ない（主に非常勤での関わる回数）。 

（生活介護・理学療法士） 

○ 業務について相談先がない。（障害児通所支援・言語聴覚士ほか同様６件） 

○ 他機関（医療機関，学校など）との連携がとりづらい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（具体事例） 

・ 人材育成の難しさを感じている（精神・作業療法士）。 

・ 助言した内容を職員が受け止められるかどうか，どのように助言をしていくか悩む。 

（生活介護・理学療法士）。 

・ 他職種とのやりとりに難しさを感じている。（生活介護・理学療法士） 

・ スタッフから求められることは多いが，対応をどこまでもとめてよいか悩むことが多い。 

（生活介護・理学療法士） 

（具体事例） 

・ 月１回の勤務でアドバイスできることは限りがあり，スタッフへの助言内容や利用者へ

の対応も限定せざるを得ない。例えば，利用者で補装具等を使用すると歩行が安定しそ

うな方などもいるが，フォローできないため，提案してよいかどうかも迷うことがある。 

（生活介護・理学療法士） 

・ 同じ法人内でも，リハ専門職の業務内容や取り組んでいる活動が大きく異なっている。 

（生活介護・理学療法士） 

・ もっと提案ができること（福祉用具の活用など）があると思うが実現していない。 

（生活介護・理学療法士） 

・ 福祉分野では，リハはリハ専門職がやるものというイメージが残っている。また，リハ

は特別なものという意識もある。（計画相談支援・理学療法士） 

（具体事例） 

・ スタッフからの情報のみでの助言を求められる際の対応について難しさを感じている。 

（生活介護・作業療法士） 

・ 実際の動作の場面を見ないで，食事の姿勢や食事の相談に対応すること。 

（生活介護・理学療法士） 

（具体事例） 

◇医療機関 

・ 利用者に重度心身障害者が多く，療育センターなどの医療機関に通院している方が多い。

病院と同じ目標でリハビリを行っていきたいが，病院との連携が図れておらず医療面や

リハビリに関する情報が共有できていない。（生活介護・理学療法士） 

・ 療育センターなどの医療機関と連携がとりづらい。窓口等もわからない。 

（障害児通所支援・言語聴覚士）  

◇教育等 

・ 幼稚園や保育所の訪問を行う際，訪問先の理解が得られないことがある。 

（障害児通所支援・言語聴覚士）  

・ 支援学校でどのように過ごしているか，学校内での様子などの情報があれば支援に役立

つ。（障害児通所支援・言語聴覚士） 

・ 支援学校と双方向で情報が行きかう関係ではない。（障害児通所支援・作業療法士） 

・ 支援学校等外部との連携がとりづらい。もっと連携できればと考えている。 

（障害児通所支援・言語聴覚士） 
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○ 制度の利用のしにくさ（補装具の購入費支給や日常生活用具給付等事業，自立訓練

の提供期間など）がある。（障害児通所支援・作業療法士ほか同様４件） 

○ リハ専門職の人材が不足している(募集をしても応募がないなど)。 

（生活介護・言語聴覚士ほか同様３件） 

○ 業務量と報酬単価（リハビリテーション加算など）が見合わない。 

（生活介護・理学療法士ほか同様３件） 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

  

活動するリハ専門職の課題としては，業務に関わる知識やスキルに不安があること，他職

種のスタッフとのやりとりの難しさ，利用者を見ないでアドバイスを行う難しさをあげた事

例が多かった。 

障害福祉領域・地域の課題は多岐にわたっているが，事業所や法人内での役割が明確にな

っていないこと，外部機関との連携がとりにくいこと，業務についての相談先がないこと，

制度の利用のしにくさなどが複数の事例からあがった。 

特に障害児通所支援など障害児を主に対象としている事業所からは，外部との連携のやり

づらさに関しての課題が顕著にあがっていた。 
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オ 必要な支援 

活動しているリハ専門職への必要な支援については，勤務するリハ専門職への個別の支援

と地域・障害福祉領域全体で取り組みが必要なものに大別された。（表２３） 

 

 

表 ２３ 必要な支援 

ａ 勤務するリハ専

門職への支援 

・情報が欲しい（社会資源の情報や研修会の開催についてなど）。 

・相談先があるとよい，技術支援を受けられるとよい。 

・県の機関などの役割を知りたい，わからない。 

・研修を受けられるとよい。 

ｂ 地域や障害福祉

領域全体で取り

組みが必要なも

の 

・入職後のサポート。 

・ケアスタッフの人材育成のサポートをして欲しい。 

・雇用側の理解の促進（待遇を含む）。 

・他機関との連携のつなぎ。 

・地域で共通の課題を持つ多職種や多機関が集まる場があればよい。 

・リハ専門職の役割や効果の啓発が必要である。 

    

 

ａ 勤務するリハ専門職への支援 

○ 情報が欲しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 相談先があるとよい，技術支援を受けられるとよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 研修を受けられるとよい。 

  

（具体事例） 

・ 他の障害福祉サービスで働くリハ専門職の活動を知りたい。（生活介護・作業療法士） 

・ 地域の社会資源を知れる場が欲しい。（生活介護・作業療法士） 

・ 他事業所の取り組んでいる内容を知りたい。（就労移行支援・作業療法士） 

・ 障害福祉領域のリハ専門職が集まれるような場を設けて欲しい。勉強会等の情報があれ

ば声がけして欲しい。（障害児通所支援・作業療法士）  

・ 参考になる研修会等の情報が入手できればよい。（障害児通所支援・言語聴覚士） 

・ 他の事業所で活動している状況などを知りたい。（生活介護・作業療法士） 

・ 他の事業所とはつながりがなく情報を得る機会が少ないので，関わっている専門職が集

まる機会は有用である。（障害児通所支援・作業療法士） 

（具体事例） 

・ 対応が難しいときに，すぐに相談ができる場は欲しいと思う。リハ専門職に限らず，知

っておいたほうがよい人や関係機関の情報を共有できるのもよいのではないか。 

（計画相談支援・理学療法士） 

・ 現在，対応している相談の幅が広く，相談できる場がいくつかあるとよい対応方法のア

イデアも欲しい。（計画相談支援・言語聴覚士） 

・ 精神症状の理解や対応についての相談先があるとよい。（生活介護・作業療法士） 

・ 集団体操のまとめ方について悩んでいるので，レク等が得意な方からアドバイスが欲し

い。（生活介護・理学療法士） 

・ 食事の姿勢，食形態の変更の基準などの支援について知りたい。（生活介護・言語聴覚士） 
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○ 県の機関などの役割を知りたい，わからない。（就労移行支援・作業療法士） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 地域や障害福祉領域全般で取り組みが必要なもの 

○ 入職後のサポート。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ケアスタッフの人材育成のサポートをして欲しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 雇用側の役割の理解促進（待遇を含む）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 他機関（主に医療機関）との連携を支援してほしい。（障害児通所支援・言語聴覚士） 

○ 地域で共通の課題を持つ多職種や多機関が集まる場があればよい。 

 

 

 

 

（具体事例） 

・ 障害児の支援については，経験がない方が飛び込むにはハードルが高い。 

（障害児通所支援・作業療法士） 

・ 雇用する側としてもより広い視点で生活支援を求めた場合に，提供するリハ専門職側が

十分な対応ができるかという疑問がある。（生活介護・理学療法士） 

・ 経験が少ないリハ専門職が障害福祉の事業所に関わる場合，施設や事業所のスタッフの

やり方に押されてしまうことが考えられる。（生活介護・作業療法士）  

（具体事例） 

・ ON JOB トレーニングの有効な方法やケアスタッフの基本的なスキルや知識を学べるよ

うなサポートが事業所に対してあるとよいのではないか。（生活介護・作業療法士） 

・ 教育や研修については難しさを感じている。ある程度，経験を積めば良いということも

なく，自己流になってしまうスタッフもいる。（生活介護・作業療法士）  

・ スタッフへの研修や指導についても非常勤のわずかな従事時間内ではやりづらい。 

（生活介護・作業療法士） 

（具体事例） 

・ リハ専門職を雇用する動機が重要である。（就労移行支援・作業療法士） 

・ 雇用する側の準備がないと，例えばリハビリ＝運動という業務になりかねない。 

（生活介護・理学療法士） 

・ 雇用しようする側が，どのような意識や意図をもって雇用するかで実際の業務や活動が

左右される。（生活介護・理学療法士） 

・ 障害者支援施設でのリハビリやリハ専門職の活動をサポートする際は，雇用する側と関

わるリハ専門職の両面への対応が必要である。（生活介護・理学療法士） 

・ 障害福祉領域の事業所は，給与面の条件が医療機関に比べると厳しい。 

（障害児通所支援・作業療法士） 

・ 障害福祉領域の多くの管理者がリハ専門職の活用の仕方を知らない可能性が高い。 

（生活介護・理学療法士） 

・ 機能訓練以外にリハ専門職の具体的な活用や役割の提示があると，活躍の幅が広がると

思う。（生活介護・理学療法士） 

（具体事例） 

・ 他職種や他事業所へのアピールの機会が必要である。（生活介護・理学療法士） 

・ テーマ・課題別に，地域や圏域毎で多職種や多機関が集まる場などがあるとよい。 

（生活介護・理学療法士） 

（具体事例） 

・ より実践的な研修を県内等で受けられるようになることを望む（例えば，感覚統合療法

など）。（障害児通所支援・言語聴覚士） 

・ 心理的・精神面への支援技術を知りたい。（生活介護・理学療法士） 

・ ペアレントトレ－ニングの研修会が業務に役立っている。（計画相談支援・理学療法士） 
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○ リハ専門職の役割や効果の啓発が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（具体事例） 

・ リハ専門職が何をしているのかアピールも必要である。事業所，同職種，保健師など。 

（計画相談支援・理学療法士） 

・ 生活支援の場で求められるものと，リハ専門職が持ち合わせているもの，世間に受け止

められているイメージや一般的な理解にかい離が生じている。 

（計画相談支援・理学療法士） 

・ 障害福祉領域の事業所への関わり方は，既存のリハビリの手法では簡単には通用しない。

障害の現場での，リハビリやケアについて現場スタッフが一定の認識が持てるよう共通

言語を持つことが必要ではないか。（生活介護・作業療法士） 

活動しているリハ専門職への必要な支援については，業務や自己研鑽などに必要な情報

を望む意見，業務で対応が難しいときに相談できる機関などの相談先の確保，研修の受講

を望む意見が多かった。 

事業所や法人などを含めた活動環境に対して取組が必要なものでは，入職後のサポー

ト，人材育成への支援，雇用側の役割の理解促進，地域で多職種が集まる場の確保，障害

福祉領域でのリハ専門職の役割・効果の啓発の必要性があげられている。 
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（３） リハ専門職連絡会の開催 

 

 

 

実施概要 

 

日時 平成２６年２月６日（木）  午後１時３０分～午後４時 

 

会場 宮城県リハビリテーション支援センター 

 

内容  １）活動事例発表           

医療法人財団姉歯松風会   作業療法士 佐藤 洋美  氏 

社会福祉法人静和会     作業療法士 齋藤 美紀  氏 

NPO 法人幸創         言語聴覚士 伊藤  理   氏 

NPO 法人さわおとの森    作業療法士  工藤 理恵  氏 

２）情報交換            

３）行政説明 

○ 地域リハビリテーション推進強化事業について 

○ 調査研究事業（中間経過）について  

○ 今後の連絡会の開催について 

 

参加者数 ２２名（県関係機関を合わせて３３名） 

 

開催状況 活動事例報告と活発な情報交換が行われました 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[※ 当日の活動事例報告の内容を参考資料７に掲載しております。] 
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６ 考察・まとめ 

 

（１） 宮城県の障害福祉サービス等におけるリハ専門職配置状況について 

   本調査では宮城県におけるリハ専門職の配置の概況が把握できた。 

   配置されている事業所は，大きくは生活介護，障害児通所支援事業，その他に大別される。

現状では，障害福祉領域でリハ専門職の配置が規定されているのは，生活介護，自立訓練（機

能訓練）であるが，生活介護で配置している割合は２４．８％，自立訓練（機能訓練）で７

１．４％となっている。理由としては理学療法士又は作業療法士を有しなければならないと

されているものの，確保が困難な場合は，日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する

ための訓練を行う能力を有する看護師その他の者を機能訓練指導員として置くことができ

るという規定があり，リハ専門職以外の職員で対応していることが考えられる。 

配置している４７事業所の勤務形態の特徴として，非常勤雇用が半数を占めている。今回

の調査で最も配置数が多かった生活介護でも比率はほぼ同様であり，約半数が非常勤での雇

用となっている。 

ヒアリング調査からは，リハ専門職の関わる頻度の増加を望んでいる事業所やリハ専門職

の新たな雇用を考えている事業所がある一方で，報酬上の評価が低いことが指摘されており，

報酬面から常勤としての雇用が難しいことが窺われる。 

仙台市と仙台保健福祉圏域を除くと，圏域内でリハ専門職が関わる事業所は５事業所以下

となっており，圏域による格差が大きい状況である。 

ヒアリング調査の対象事業所の雇用のきっかけとしては，旧制度で配置が義務となってい

た事例が４割弱に対して，リハ専門職の専門性に期待しての配置も４割強把握された。 

 

（２） 障害福祉領域で働くリハ専門職の活動の特徴について 

ヒアリング調査では，障害福祉領域で働くリハ専門職は，それぞれの立場で工夫をしなが

ら業務を実践しているという状況がわかった。また，その活動内容は多種多様でこれらの役

割や活動を明確に定義付けていくのは困難であった。 

今回調査した対象事例の分析から得られたリハ専門職の活動内容の特徴は次の点があげら

れる。 

○ 活動場所については，１事業所だけでなく，複数の事業所で活動している事例が多い。

また，市町村事業への関与など，法人外の事業にも関わるなど，広い範囲で地域活動を

行なっている事例が多いことが特徴である。 

○ リハ専門職としての動きについては，おおきくは，利用者の生活状況や障害状況をア

セスメントし，直接利用者に支援を提供する場合（直接的支援）と，利用者のアセスメ

ントに基づき他職種が行なう支援の助言や技術的なサポートをするなど間接的に支援が

行われている場合（間接的支援）の二つに分けられる。 

なお，障害福祉領域では，後者の間接的支援の事例が多いのが大きな特徴である。 

○ 障害福祉領域での直接的支援の内容については，医学的な観点からの心身機能の改善

というよりは，例えば，障害の状況に応じた日常生活の自立支援や社会参加のための人

的支援の実施への支援，福祉機器による環境調整，「動きやすいからだづくり」「食事が

しやすい姿勢」といった生活を行う上での身体機能の管理的な側面，利用者が取組みや

すい活動と参加の場の確保など生活機能全体の改善を目的に行っていることも特徴であ

る。 

○ 特に，常勤のリハ専門職についてであるが，管理業務や支援員としての業務に加え，
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外部との連携の窓口や事業所内の他のスタッフのコーディネートなど，幅広い役割を担

っている事例が多いことが特徴である。また，比較的経験年数の少ない職員もこのよう

な役割を担っている場合が多いようである。 

 

（３） 障害福祉サービス等におけるリハ専門職の活動効果について 

本調査の結果から，障害福祉サービス等にリハ専門職が関わる効果として，次の点があげ

られる。 

① 利用者への効果 

障害福祉サービス等の利用者においても，個別の心身機能や活動機会を拡大すること

ができる。 

② スタッフ・事業所・法人への効果 

リハ専門職が利用者や事業所のスタッフに関わることで，日常生活上の生活行為への

働きかけに，リハビリテーションの視点が加わることになる。 

リハ専門職の視点が，事業所の多職種スタッフと共有されることで，より利用者の状

況やニーズに応じた支援の提供と同時に，外部との連携の対応を行うことによる相乗効

果で，サービスの質の向上がはかられており，さらに，事業所全体の活動の活性化や外

部からの評価がよくなるといったことにつながっている。 

障害福祉領域のリハ専門職の活動は，多種多様な幅広い活動を通して，利用者の心身

機能や活動・参加の機会を拡大していくという直接効果に加え，利用者をとりまくスタ

ッフと協働で支援を行う中で，スタッフ等がリハビリテーションの視点を持って支援を

行う様になっていくという間接的な効果もある。 

 

（４） 障害福祉サービス等におけるリハ専門職の活動上の課題について 

調査全体では多くの活動効果が把握された一方で，課題として活動しているリハ専門職自

身においても活動効果の実感を得られにくいと指摘している事例もあった。また，現状の障

害福祉領域において例えば「リハビリテーション」や「機能訓練」という現場では多用され

ている言葉でも，リハ専門職と雇用側で共通認識を得るのは難しい状況である。障害福祉サ

ービス等でのリハ専門職の役割は不明確であるということを前提として，リハ専門職の関与

の拡大に取り組む必要がある。 

 

（５） 今後の取組みの方向性について 

① 新たな配置に向けた取り組みについて 

○ 現状の障害福祉制度では，リハ専門職の雇用による報酬面の評価が低く，人員の配

置の義務もないため，県内の雇用情勢が短期的に大きく変化することは考えにくい。 

○ 一方で県内の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士の従事者数全体が増加しており，

障害福祉領域に関わるリハ専門職は漸増していくものと考えられる。 

○ 人員の配置の基準や加算が設定されている生活介護や自立訓練（機能訓練），障害児

通所支援の現場においてリハ専門職の関わりを促進することがファーストステップ

として重要である。 

○ 現状ではリハ専門職が関わる事業所は少なく，ヒアリング調査からも障害福祉領域

におけるリハビリテーションの啓発の不足が指摘されている。 

○ 今回のヒアリング調査で把握された活動効果やリハ専門職の活動を障害福祉サービ

ス種別毎（生活介護や障害児通所支援，就労支援など）に明確化し，事業所関係者

とリハ専門職双方に広めることが必要である。 
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② 障害福祉領域のリハビリテーションの普及啓発のあり方について 

○ 障害福祉領域で活動するリハ専門職は，事業所や利用者の多様なニーズに対応して

業務を行っている。また，活動場所やアプローチ方法も様々である。 

○ 障害福祉領域でのリハ専門職の活動効果は，利用者の生活機能全般や環境改善を含

む幅広いものであり，すべての障害福祉サービス等の利用者やスタッフにメリット

をもたらすものと考えられる。 

○ 全県にリハビリテーション支援を進めていくためには地域的な偏在がある現状を踏

まえて，既に活動しているリハ専門職に協力を得ながら，障害福祉領域のリハビリ

テーションの普及啓発を進めていくことが重要である。 

○ 地域リハビリテーションの推進として，新たな配置の取組みを行なっていくと同時

に，既に障害福祉領域で働くリハ専門職が市町村事業への協力や在宅ケアの支援な

ど自立支援の観点で地域活動に取り組みやすい環境整備を図りながら啓発を行なっ

ていくことが必要である。 

○ 県内のリハ専門職が実践している支援内容を，現在はリハ専門職が関わっていない

事業所に周知していくことは，障害福祉領域でのリハビリテーションニーズの顕在

化と多機関多職種連携のきっかけとなると思われる。 

○ 今後はサービス管理責任者などへの研修，事業所への技術支援や情報提供などの啓

発の取組みが重要である。 

 

③ 障害福祉サービス等に関与しているリハ専門職に対する支援の必要性や内容について 

○ 障害福祉領域でのリハ専門職の活動内容や効果に影響を与える要因として，サービ

ス種別，雇用形態，雇用側の方針，関わるリハ専門職の経験や技術が考えられる。

今後はこれらの要因を事業種別毎に掘り下げて，サポートや連携体制を検討する必

要がある。 

○ 障害福祉領域のリハ専門職の配置状況で最も顕著な点は，リハ専門職が一人だけ配

置されている事業所が８割弱と大変多いことである。１人職場を背景に，必要な支

援として，情報の共有や相談先を望む声が多かった。障害福祉サービス等に関与し

ているリハ専門職に対する研修等の定着支援の取組みや業務のバックアップが求め

られている。 

○ 本調査で把握された活動上の課題は，リハ専門職が個人で解決することが難しい問

題も多いが，同じリハ専門職職種間や他機関との連携促進を図ることは課題解決の

きっかけとして重要である。 

○ 本調査事業で試行的に実施した連絡会の開催など，専門職同士のネットワークによ

る情報共有や研修会の開催は有効であると考えられた。 
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１ ヒアリング調査票 

 

障害福祉サービス事業等におけるリハビリテーション専門職活動状況調査 

（ヒアリング訪問調査） 

 （調査記入シート） 

■基本情報 

法人名 

事業所名・施設名 

 

 

対応者 職・氏名  

サービス種別 

利用定員 

□生活介護              名 

□短期入所              名 

□施設入所支援            名 

□共同生活介護                        名 

□自立訓練                            名 

□就労移行支援                        名 

□就労継続支援                      名 

□共同生活援助                        名 

□その他（         ）    名 

事業所の利用者につ

いて 

障害者手帳 身体（   ）人 療育（    ）人 

      精神（   ）人 手帳等なし（    ）人 

障害程度区分 

１（ ）人 ２（ ）人 ３（ ）人 ４（ ）人 ５（ ）人 

６（ ）人  

リハ専門職 

勤務開始年 

昭和・平成  年  

リハ専門職を雇用し

たきかっけ，人員や雇

用形態の変化等 

 

 

 

 

 

リハ専門職 

雇用形態・勤務時間 

 

職種： 

□常勤 

□非常勤 

週   日 

月   日 

時間 

 時  分～ 

時  分 

職種： 

□常勤 

□非常勤 

週   日 

月   日 

時間 

 時  分～ 

時  分 

職種： 

□常勤 

□非常勤 

週   日 

月   日 

時間 

 時  分～ 

時  分 

リハ専門職の 

事業所での活動内容 

めざしていること，意識していること，目標等 

 

 

利用者支援の取り組みや役割，利用者のニーズ 

 

 

施設・事業所での役割 

外部機関との連携，地域活動等 
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活動効果について 

リハ専門職 

利用者 

 

 

職員・法人，施設内 地域，外部機関との関わり，影響 

 

 

 

 

活動効果について 

 施設職員 

 

利用者 職員・法人，施設内 地域，外部機関との関わり，影響 

 

 

 

活動上の課題として

感じていること，悩み

等 

・リハ専門職 

 

  

・利用者支援，施設内，地域支援上で問題と感じているや悩み等 

・課題の解決策や解決の方向性等 

利用者への支援や事

業所の活動で課題と

して感じていること 

・施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の展開 

事業所・地域での活動

の将来像 

 

 

利用者支援 

 

 

施設内・人員・設備 

 

地域活動の支援・外部機関との連携等 

 

 

 

他事業所等の支援や地域の支援機関としての可能性 

 

 

現在の事業では利用者のニーズに応えられていないと感じていることや解決策の案 

 

 

 

 

 

要望・必要な支援等 

 

 

 

リハ支援センターや保健福祉事務所で取組を行っていく上での要望等 

・研修や連絡会の必要性 
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２ ヒアリング調査結果（記述）の要約 

 

  

事例1 事例2 事例3

基礎情報 事業種別 障害者支援施設 生活介護 生活介護

短期入所 自立訓練（機能訓練）

生活介護 就労移行支援

就労継続支援

主な対象 知的障害者が中心 精神・知的障害者 知的障害者が中心

リハ勤務開始時期 平成20年 平成23年4月 平成21年

勤務形態 非常勤 常勤 常勤

職種 作業療法士 作業療法士 理学療法士

人数 1 1 1

リハ専門職採用/理由 利用者の高齢化が進み、日中活

動の支援やケア方法についてリハ

専門職から助言を受けたい。

直近に運営する法人が変更となっ

たが、前法人が専門職の雇用に積

極的に取り組んでいた。

自立訓練（機能訓練）の開設当初

から作業療法士を配置している。

リハ専門職が事業所に関わ

る頻度

月1回2時間程度 常勤 常勤

リハ専門職経験年数 10年 1年 9年

採用後の経過等

職員が個人的に関わりがあった法

人に派遣を依頼した。

常勤での採用で2年目となってい

る。

開設時は作業療法士であったが退

職。一時、空白の時期があった。

法人からの派遣で、2年毎に担当

者が変更となる。

（勤務開始後、運営法人が変更と

なったが、継続雇用）

現在の理学療法士が勤務し、2年

目となる。

相談・支援業

務について

対象者との関わり方

相談・支援機関の連携状況

利用者の生活機能の評価を行い

担当支援員への助言を行うことが

中心である。

支援員と同様に、ケアや利用者の

送迎等を行っている。

自立訓練（機能訓練）、生活介護

の利用者については個別リハビ

リ。他利用者はスタッフを通じた助

言。利用者送迎も行う。

利用者の担当者として、ケア会議

への参加している。

利用者の主治医や入院した際の

医療機関との情報交換が多い。

活動効果と課

題について
活動効果

利用者の可能性を引き出す支援、

本人の能力を生かして事業所職員

でも対応が可能な介助方法の助

言を受けられる。対応する職員の

知識・技術の向上。支援員のケア

が根拠があるものとなり、自信を

もって対応できる。

利用者の状況に応じて、日中活動

（園芸等）を新たに提案した。

　利用者の自立したいというニーズ

に対して、支援を行えること 。

　施設職員の技術やサービスの向

上につながっている。

利用者の支援上の課題

施設の利用者の高齢化が進んで

おり、入浴や移動等の介助量が増

加、歩行時の転倒が増加してい

る。

障害が重度な利用者の目標が立

てずらいと感じている。

自立訓練（機能訓練）の期間が短

いと感じている医療リハの対象（診

療報酬）となる利用者もいる。

リハ専門職の活動上の課題

月1回と関わる時間が短いため、

支援スタッフとの関わり（関係づく

り）や対象者の支援内容について

どこまで具体的に助言してよいか

が難しい。

知的障害、精神障害者の関わり

方、変化の捉え方が難しい。

地域に事業所の存在自体が知ら

れていない。

今後の展開

事業所としてはリハ専門職の関わ

る頻度を増やしたいと考えている。

リハ専門職の特性を生かして業務

をさらに実施したい。

リハ専門職の増員、障害者の介護

予防の取り組みが必要である。

事業所へのヒアリング結果　要約

リハ専門職の

雇用について
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事例4 事例5 事例6

基礎情報 事業種別 生活介護 障害児通所支援（児童発達支援） 生活介護

生活介護

短期入所

主な対象 身体・精神障害者 障害児・知的障害 重度心身障害児者

リハ勤務開始時期 平成20年 平成19年 平成24年

勤務形態 非常勤 非常勤 常勤

職種 作業療法士 作業療法士 理学療法士

言語聴覚士

人数 1 3 1

リハ専門職採用/理由 県作業療法士会の地域支援事業

での関わりがきっかけとなり、非常

勤雇用に至った。

法人として専門職の採用に積極的

に取り組んでいる。

利用者の障害が重度化、また高齢

化が進んでいる状況のため、専門

職を採用し支援を充実させたい。

リハ専門職が事業所に関わ

る頻度

週1回 作業療法士は週4日、言語聴覚士

月2回

常勤

リハ専門職経験年数 20年 20年 4年

採用後の経過等

当初は自立訓練（機能訓練）で

あったが、生活介護となった。

現在の作業療法士は2人目、4年

目となっている。

法人としては初めての採用であ

る。

採用時から変更なし。 法人が委託を受けている事業を含

め、複数の事業所に関与してい

る。

法人の他事業所にも必要に応じて

支援を行っている。

相談・支援業

務について

対象者との関わり方

相談・支援機関の連携状況

利用者の評価に基づいたスタッフ

への助言、行事やイベント実施の

サポートを行う。

定期的な直接的な支援少なく、個

別に関わりが必要な都度に関わ

る。

重度の心身障害児者については

個別の運動を実施。他の利用者は

集団やスタッフへの助言、環境調

整の助言を行う。

リハ専門職として直接的な連携は

ないが、事業所として専門機関（高

次脳機能障害者支援等）の活用を

図っている。

療育センターや市町村、相談支援

事業所、専門相談機関等からの情

報収集・交換、制度利用の調整等

コーディネート実施。

活動効果と課

題について
活動効果

職員では捉えることが難しい日常

生活動作や利用者の特性を把握

し、スタッフが助言を受けられる。

助言に基づき対応することで、利

用者の自立度の向上や利用者の

活動状況を変えることにつながっ

ている。

療育を提供したいという意向から専

門職を雇用している。法人の実施

している事業に幅広く関わること

で、支援が学校等も含め多くの機

関と連携のもと利用者の支援が進

められている。

事業所や法人スタッフとしては、助

言が受けられる安心感がある。利

用者の目に見える変化があり、利

用者や家族から評価されている。

利用者の支援上の課題

精神障害者の利用者が増えてお

り、生活習慣病への対策が必要。

また、発達障害の利用者への対応

に苦慮している。

福祉用具等の給付制度の円滑な

利用が困難、医療的ケアが必要な

方へのサービスが不足。

利用者の障害の重度化、高齢化し

ている。

リハ専門職の活動上の課題

週1回で曜日が固定しており、他の

曜日の利用者はスタッフへの助言

のみとなっている。

支援学校との連携が十分にできな

い場合がある。市町村との連携。

重度心身障害児者は医療機関が

関わっているが、連携が難しく情報

が共有できていない。

今後の展開

利用者の障害像が幅広くなってお

り、ニーズに応じた支援が必要で

ある。

地域で垣根が低く、相談しやすい

相談・支援機関を目指している。

今後は在宅支援の展開を検討。さ

らに法人内から地域の支援学校等

からの要望に応えたい。

事業所へのヒアリング結果　要約

リハ専門職の

雇用について
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事例7 事例8 事例9

基礎情報 事業種別 障害児通所支援（児童発達支援） 生活介護 障害児通所支援（児童発達支援）

放課後等デイサービス 障害児通所支援（児童発達支援） 放課後等デイサービス

放課後等デイサービス

主な対象 障害児 重度心身障害児者 障害児

リハ勤務開始時期 平成25年6月 平成21年 平成24年4月

勤務形態 非常勤 非常勤 常勤

職種 言語聴覚士 理学療法士 言語聴覚士

人数 1 1 1

リハ専門職採用/理由 利用者のニーズがあり、応えたい。

コミュニケーションに関する要望や

相談が多い。

重度心身障害児者の利用者が多

く、個別のリハビリテーションの要

望があった。

法人として、リハ専門職の活用を図

りたい。

リハ専門職が事業所に関わ

る頻度
非常勤（週２日） 週1回 常勤

リハ専門職経験年数 3年 20年以上 2年

採用後の経過等

法人としては初めての採用であ

る。

重症心身障害児(者)通園事業B型

実施時からリハ専門職が関与

法人としては、別事業所に言語聴

覚士が関わっており、開設にあたっ

て紹介され採用に至った。

法人の別事業所に入職したが、開

設に伴い異動。

児童デイサービスでは保育を担

当。週1回個別支援の教室を開

催。

相談・支援業

務について

対象者との関わり方

相談・支援機関の連携状況

個別支援が中心である。 利用者の個別評価に基づき、ス

タッフへの助言を行っている。

通常の保育業務を通じた支援、週

1回個別支援の教室を実施してい

る。

利用者の保育所に出向き支援を

行っている。医療機関と情報共有

が難しい。

支援学校・相談支援事業所が実施

するケース会議への参加を行って

いる。

活動効果と課

題について
活動効果

身近な場所でコミュニケーションや

発達に関する支援が受けられるこ

とで、利用者から好評である。

法人職員の研修を通じて資質の向

上が図られる。

助言の内容を生かし、個別支援計

画に反映している。リハが勤務す

る曜日は利用率が高い。

障害や発達に応じた支援を受ける

ことができる。個別の状況に応じた

雰囲気や環境の提供、個々の機

能で、やりやすい環境が異なり対

応。

利用者の支援上の課題

幼稚園や医療機関との連携が難し

い（訪問や情報共有）。

身体機能や呼吸状態のリスクが高

い方が多い。

支援学校との連携がとりづらい。

リハ専門職の活動上の課題

保育所や支援学校等外部機関と

の連携が課題である。関係者への

コミュニケーションや発達障害の理

解の啓発が必要である。

業務量と報酬単価（リハビリテー

ション加算など）が見合わない。

支援学校の卒業後を見据えた支

援・社会参加の目標も含めた支

援。

今後の展開

リハ専門職の採用は法人としても

試行的な点があるが、今後は業務

や役割をさらに検討する。

事業所へのヒアリング結果　要約

リハ専門職の

雇用について
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事例10 事例11 事例12

基礎情報 事業種別 障害児通所支援（児童発達支援） 生活介護 生活介護

放課後等デイサービス 自立訓練（生活訓練） 短期入所

就労移行支援

就労継続支援

主な対象 障害児 知的障害・身体が中心 身体障害者が中心

リハ勤務開始時期 平成23年 平成18年 平成13年

勤務形態 非常勤 非常勤 常勤

職種 言語聴覚士 理学療法士 理学療法士

人数 1 1 1

リハ専門職採用/理由 震災を契機として、現事業所で支

援を行っている。

開設当初からリハ専門職の必要性

が指摘され雇用。

開設当初からリハ専門職が勤務し

ている。

リハ専門職が事業所に関わ

る頻度
週2日 月1回 常勤

リハ専門職経験年数 20年超 10年以上 7年目

採用後の経過等

法人の他事業所にリハ専門職が

勤務となった。

同法人の事業所2か所に勤務。 開設からリハ専門職が在籍してい

たが、前任が退職し現在は二人目

である。

勤務形態や活動はかわっていな

い。法人の別事業所にもリハ専門

職が勤務。

相談・支援業

務について

対象者との関わり方

相談・支援機関の連携状況

個別支援が中心である。 利用者の評価に基づいた職員へ

の助言が中心である。

環境調整、ＡＤＬの支援方法の検

討と改善を通じたスタッフへの支

援。

市町の相談事業に関わっている。 利用者の支援を通じて、市町村や

かかりつけの医療機関との情報交

換

活動効果と課

題について
活動効果

職員からはアドバイザーとしての

関わり、頼れる相談相手となってい

る。利用者に関してわからないこと

など何でも相談できている。

合理的な介護、ケア方法を選択し、

実施の支援ができる。ケアスタッフ

の相談役となっている。

利用者の支援上の課題

利用者の障害が多様化している。

視覚障害、聴覚障害、補装具につ

いて対応が課題。

支援において行政機関との連携が

とりづらい場合がある。

リハ専門職の活動上の課題

発達の支援に関わる療育の拠点

がない。

コスト的に勤務回数の確保が課

題。

施設内のスタッフといかに協働して

いくか。施設内の体制づくり、組織

的に課題を解決していくか。

今後の展開

言語聴覚士が直接的に臨床をでき

る場の確保が必要である。

様々な機関との連携、多くの専門

職と連携し、利用者の支援を強化

したい。

通所の利用者には関われていない

ため、改善の余地がある。外部の

機関とどのように協力して施設の

課題を解決していくか。

事業所へのヒアリング結果　要約

リハ専門職の

雇用について
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事例13 事例14 事例15

基礎情報 事業種別 精神障害者コミュニティサロン 計画相談支援 就労移行支援

地域相談支援（地域移行支援) 就労継続支援

地域相談支援(地域定着支援)

主な対象 精神障害者中心 3障害 精神障害者中心

リハ勤務開始時期 平成13年 平成23年 平成19年

勤務形態 常勤 常勤 常勤

職種 作業療法士 理学療法士 作業療法士

言語聴覚士

人数 1 2 1

リハ専門職採用/理由 開設時から関与。 以前は法人の施設に常勤で在籍し

ていたが、法人全体の活動に関わ

る必要性が指摘され、現事業所で

採用となる。

旧法の通所授産施設の職員の要

件として、作業療法士があったた

め。

リハ専門職が事業所に関わ

る頻度
週4日 常勤 常勤

リハ専門職経験年数 20年超 ＰＴ：5年　ＳＴ1年 12年

採用後の経過等

開設時のメンバーとして参画し、現

在に至る。

23年に理学療法士、平成24年に

言語聴覚士が増員（主となる事業

は異なる）となる。

平成19年から異動なし。

同じ運営主体が実施する作業所も

兼務していた時期があるが、現在

はこの事業所のみ。

相談・支援業

務について

対象者との関わり方

相談・支援機関の連携状況

長期的な関わりが多く利用者の状

況をアセスメントし、コーディネー

ト・つなぎ役が中心。支援が必要な

際に密に関わる。

事業所、支援機関の職員等からの

相談依頼による支援機関を通じた

支援、障害児は個別の療育支援を

実施。

主に就労を目指す方への個別支

援。

利用者の状況に応じて、医療機

関、事業所、行政・専門機関等多

様に情報交換、連携を図っている。

地域の関係機関と連携、協働し事

業を展開。

必要に応じて、地域の行政機関、

障害者就業・生活支援センター、

保健福祉事務所、障害者職業セン

ターと連携。

活動効果と課

題について
活動効果

利用者の状況をアセスメントし根拠

に基づいた支援が行える。

リハ専門職や事業所のスタッフと

視点を共有することで、支援機関

が手探りではなく、根拠をもって対

応することができる。

利用者を評価し、可能性を引き出

す支援ができる。利用者の障害な

のか、人格の特性なのかを見極め

て接することができる。

　利用者の意欲を引き出す支援や

方法を周囲のスタッフに波及する。

利用者の支援上の課題

若年の利用者のニーズにこたえら

れていない。利用者全体が高齢化

している。

相談後のフォローアップが十分で

きていない。

利用者の支援方針（考え方）が支

援機関により異なる場合がある。

リハ専門職の活動上の課題

他スタッフとの協働、人材育成の難

しさを感じる。

福祉分野では、関係者の『リハビ

リ』のイメージがリハビリ専門職の

実施する心身機能への訓練や医

療というイメージが強く、特別なも

のであるという意識がある。

スタッフや管理者との関係はよく、

内部の悩みはない。

今後の展開

地域に開かれた事業所として活動

を行っていきたい。

地域全体の療育や相談支援のあ

り方、リハの提供についてどのよう

な形が望ましいいか。

障害者工賃向上計画は個別の支

援が手薄になる可能性があり、疑

問。

事業所へのヒアリング結果　要約

リハ専門職の

雇用について
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事例16 事例17 事例18

基礎情報 事業種別 生活介護 生活介護 障害者支援施設

障害者支援施設 短期入所 短期入所

自立訓練（機能訓練） 障害者支援施設 生活介護

計画相談支援

短期入所

主な対象 身体障害者が中心 身体障害者中心 身体障害者が中心

リハ勤務開始時期 更生施設開設時から 平成12年 平成19年

勤務形態 常勤 常勤 常勤

職種 理学療法士 理学療法士 理学療法士

作業療法士 作業療法士

言語聴覚士 言語聴覚士

人数 3 3 1

リハ専門職採用/理由 旧法では必置であったため。 開設から関与し、勤務となる。 　非常勤で理学療法士が勤務して

おり、常勤での採用を希望。

リハ専門職が事業所に関わ

る頻度
常勤 常勤（言語聴覚士のみ） 常勤

リハ専門職経験年数 OT：1３年　ST:８年　PT：10年 ２０年以上 7年

採用後の経過等

当初はPT1人であったが、徐々に

増員を図り、OT、STの採用を行っ

た。

作業療法士、理学療法士について

非常勤で増員。

リハ配置前は他職種（鍼灸マッ

サージ師）がリハ支援を担当。

作業療法士は施設外の法人の他

事業にも関与。

相談・支援業

務について

対象者との関わり方

相談・支援機関の連携状況

OT：リハ部門のマネジメント、相談

支援、他事業所への支援

PT：利用者の個別支援

ST：利用者の個別支援

支援会議を通じた支援内容の検

討、集団（レクリエーション）・個別

によるコミュニケーション支援

個別支援を中心に、集団リハ、ス

ポーツ（ボッチャ等）等の活動の

支援に取り組んでいる。

法人として立地自治体とは連携し

ている。利用者の援護の実施機関

との関わりは少ない。

行政の相談事業に協力している。

活動効果と課

題について
活動効果

所属施設外の業務が増えており、

法人の中でリハの役割は広がって

きている。

摂食嚥下や窒息事故の対応で、組

織の中で必要。

2次障害の予防、定期的な個別支

援。スポーツ等幅を広が得た活動

の支援。

利用者の支援上の課題

元々は地域に帰る支援を行ってき

たが、入所施設となり、地域に帰る

意向を持つ方が少ない。入所が長

期化している。

リハ専門職の活動上の課題

レベルの維持が目標となってきつ

つある。地域への意向に向けた資

源についての情報が得られていな

い。

医師がいない中で判断して、支援

を行わなければならない。他職種

の職員との関係づくり。

リハに関する活動について事業所

内で他職種に理解、支援について

の情報等の共有課題である。

今後の展開

施設のあり方が変わり、今後の方

向性が不明確になってきている。

支援員が実施している一部の訓練

を専門職が対応できるようにした

い。

集団で取り組むリハを拡充した

い。利用者の状況に応じた福祉用

具の活用を図りたい。

事業所へのヒアリング結果　要約

リハ専門職の

雇用について
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３ 生活介護と自立訓練（機能訓練）のリハ職の職員配置基準について 
 

障害福祉サービス事業名 ＰＴ・ＯＴの配置基準（従業者） 配置数（員数） 

生活介護 理学療法士又は作業療法士を有しなければな

らない。 

ただし，理学療法士又は作業療法士を確保する

ことが困難な場合にあっては，これらの者に代

えて，日常生活を営むのに必要な機能の減退を

防止するための訓練を行う能力を有する看護

師その他の者を機能訓練指導員として置くこ

とができる。 

理学療法士又は作業療法士の数は，利用者に対

して日常生活を営むのに必要な機能の減退を

防止するための訓練を行う場合は，指定生活介

護の単位ごとに，当該訓練を行うために必要な

数とする。 

自立訓練（機能訓練） 理学療法士又は作業療法士を有しなければな

らない。 

ただし，理学療法士又は作業療法士を確保する

ことが困難な場合にあっては，これらの者に代

えて，日常生活を営むのに必要な機能の減退を

防止するための訓練を行う能力を有する看護

師その他の者を機能訓練指導員として置くこ

とができる。 

理学療法士又は作業療法士の数は，指定自立訓

練(機能訓練)事業所ごとに，一以上とする。 
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４ （旧）身体障害者更生援護施設の設備及び運営に関する基準《抜粋》 

（（平成十二年三月三十日厚生省令第五十四号）最終改正年月日:平成一四年二月二二日厚生労働省令

第一四号） 

 

第二章 身体障害者更生施設 

（職員の配置の基準） 

第十条 肢体不自由者更生施設には，次の各号に掲げる職員を置かなければならない。 

一 施設長 

二 医師  

三 看護師 

四 理学療法士 

五 作業療法士 

六 心理判定員 

七 職能判定員 

八 あん摩マッサージ指圧師 

九 職業指導員 

十 生活指導員 

 

第三章 身体障害者療護施設（第十八条―第二十五条） 

（職員の配置の基準） 

第二十条 身体障害者療護施設には，次の各号に掲げる職員を置かなければならない。 

一 施設長 

二 医師  

三 看護師  

四 介護職員 

五 理学療法士 

六 生活指導員 

２ 前項各号に掲げる職員のうち，看護師，介護職員，理学療法士及び生活指導員の総数は，通じて

おおむね入所者の数を二・二で除して得た数以上とする。 
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５ （旧）精神障害者社会復帰施設の設備及び運営に関する基準 《抜粋》 

（平成十二年三月三十一日厚生省令第八十七号）最終改正年月日:平成一八年三月三一日厚生労働省令

第七八号 

 

第三章 精神障害者授産施設 

 

（規模） 

第二十三条 

 精神障害者授産施設は，次の各号の区分に従い，それぞれ当該各号に規定する規模を有するもので

なければならない。 

一 通所施設（精神障害者授産施設のうち通所による利用者のみを対象とする施設であって，次号に

規定する精神障害者小規模通所授産施設以外のものをいう。以下同じ。） 二十人以上 

二 精神障害者小規模通所授産施設（精神障害者授産施設のうち通所による利用者のみを対象とする

ものであって，常時利用する者が二十人未満のものをいう。以下同じ。） 十人以上 

三 その他の施設 二十人以上三十人以下 

 

（職員の配置の基準） 

第二十六条 

 精神障害者授産施設のうち精神障害者小規模通所授産施設以外のものには，次の各号に掲げる職員

を置かなければならない。 

一 施設長 一 

二 精神保健福祉士，作業療法士又は精神障害者社会復帰指導員 利用者の数が三十九までは四以上，

それ以上十又はその端数を増すごとに二を加えた数（通所施設にあっては，一を加えた数）以上 

三 医師 一以上 

２ 前項第一号の施設長及び同項第二号の精神保健福祉士，作業療法士又は精神障害者社会復帰指導

員は，常勤でなければならない。ただし，作業療法士及び精神障害者社会復帰指導員のうち一人は，

非常勤とすることができる。 

３ 第一項第二号の精神保健福祉士，作業療法士又は精神障害者社会復帰指導員のうち，一人以上は

精神保健福祉士，一人以上は作業療法士でなければならない。 

４ 精神障害者小規模通所授産施設には，次の各号に掲げる職員を置かなければならない。 

一 施設長 一 

二 精神保健福祉士，作業療法士又は精神障害者社会復帰指導員 二以上 

５ 前項第一号の施設長は，精神障害者の社会復帰に理解と熱意を有し，施設を運営する能力を有す

ると認められる者でなければならない。 

６ 第四項各号に掲げる職員のうち，一人以上は常勤でなければならない。 

７ 第四項各号に掲げる職員のうち，同項第一号の施設長にあっては，同項第二号の精神保健福祉士，

作業療法士又は精神障害者社会復帰指導員と兼ねることができる。 

８ 第十六条第四項の規定は，精神障害者授産施設のうち精神障害者小規模通所授産施設以外のもの

について準用する。 
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６ （旧）精神障害者社会復帰施設設置運営要綱 《抜粋》 

（昭和６３年健医発１４３（最終改正 平成８健医発５７４）各都道府県知事宛厚生省保健医療局長

通知） 

 

第三 精神障害者授産施設 

１ 設置の目的 

 精神障害者授産施設（以下「授産施設」という。）は，相当程度の作業能力を有する精神障害者に利

用させ，自活することができるように必要な訓練及び指導を行い，もってその者の社会復帰の促進を

図ることを目的とする。 

２ 利用対象者 

 授産施設の利用対象者は，雇用されることが困難な精神障害者であって，かつ，将来就労を希望す

る者とする。ただし，入所施設の入所者（以下「入所者」という。）は，上記のうち，住居を確保する

ことが困難であって，かつ，多少の介助があれば，日常生活を営むことかできる者とする。 

３ 定員 

 授産施設の定員は，おおむね２０人以上とする。 

 ただし，入所施設の定員は，おおむね３０人以下とする。 

４ 利用期間 

 授産施設の利用期間は，利用者各人の作業能力等を勘案して当該施設において適宜決定すること。 

５ 構造・設備 

（略） 

６ 職員 

 （１）授産施設には，次の職貝を置くものとする。 

  ア 施設長１名 

  イ 作業指導員１名以上 

  ウ 指導員助手（非常勤で可）１名 

  エ 精神科ソーシャル・ワーカー１名以上 

  オ 専任職員１名以上 

  カ 顧問医１名 

 （２）前項のイからオに掲げる職員は，定員３０名までは各１名とする。また，通所施設にあって

は，定員が３０名を超える場合には，３０名を超え１０名を増すごとにこれに加えてイ，エ又は

オに掲げる職員いずれか１名を置くものとする。ただし，入所施設にあっては，これに加えてイ，

エ又はオに掲げる職員いずれか２名を置くものとする。 

 （３）施設長は，精神保健福祉に関する業務に５年以上従事した経験がある者又はこれと同等以上

の能力を有する者であって，授産施設を適切に管理運営する能力がある者を充てるものとする。 

 （４）作業指導員が作業療法士以外の者である場合にあっては，別に作業訓練の計画作成及びその

評価のため非常勤の作業療法士を置くものとする。 

（略）  
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７ 障害福祉サービス事業での取組み事例 

 

医療法人財団姉歯松風会   作業療法士 佐藤 洋美 氏 

社会福祉法人静和会     作業療法士 齋藤 美紀 氏 

NPO 法人さわおとの森    作業療法士  工藤 理恵 氏 

NPO 法人幸創         言語聴覚士 伊藤  理  氏 

 

 

 

 

  

平成２６年２月６日に開催された障害福祉サービス事業所等リハ専門職連

絡会での活動事例発表のスライドを加工し，掲載しております。 
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障害福祉サービス事業での取組み事例 その１ 

医療法人財団姉歯松風会 作業療法士 佐藤 洋美 氏 
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障害福祉サービス事業での取組み事例 その２ 

社会福祉法人静和会 作業療法士 齋藤 美紀  氏 
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障害福祉サービス事業での取組み事例 その３ 

NPO 法人さわおとの森  作業療法士  工藤 理恵 氏 
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障害福祉サービス事業での取組み事例 その４ 

NPO 法人幸創 言語聴覚士 伊藤 理 氏 
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障害福祉領域におけるリハビリテーション 

専門職の活動に関する調査報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県リハビリテーション支援センター 

〒981-1217 

宮城県名取市美田園２丁目１－４  

まなウェルみやぎ 

T E L ０２２－７８４－３５８８ 

F A X ０２２ー７８４－３５９３ 

E-mail:rehabilis@pref.miyagi.jp 



 

 

 


